
福山市放課後児童クラブ事業の現状 

 

事業実施の経過 

１９７２年（昭和４７年） 

 福山市校庭開放事業として開設 

１９９８年（平成１０年） 

福山市放課後児童クラブ事業として実施開始 

趣旨 

小学校に就学している児童で，保護者が労働等により昼間家

庭にいない児童に対し，授業の終了後に施設を利用して適切

な遊び及び生活の場を与えることにより，その健全な育成を

図る 

実施主体 市及び市から委託を受けた者 

実施クラブ数 ７５クラブ １００教室 （内委託 ３クラブ４教室） 

対象学年 

小学校１年生から３年生までの児童で，保護者が労働等によ

り昼間家庭にいないもの。ただし，４年生から６年生は特別

支援を要する児童 

在籍児童数 

４，２５５人 （2014 年 5 月 1 日現在） 

１年生  １，６８０人 

２年生  １，４５７人 

３年生  １，０７３人 

４年生～６年生 ４５人（特別支援を要する児童） 

年間開設日数 

２９１日 

※日曜日，国民の休日に関する法律に規定する休日，年末年

始は休会 

開設時間 

平 日   放課後～１８時００分 

土曜日   ８時３０分～１３時４５分 

長期休業日 ８時３０分～１８時００分 

指導員数 １７８人（非常勤嘱託） 

指導員資格 

次のいずれかに該当する人 

・ 教員免許状（小・中・高・幼・養護）を有する人又は取

得見込みの人 

・ 保育士資格を有する人又は取得見込みの人 

・ 児童福祉事業に２年以上従事した経験のある人 

・ 小学校 1 年生以上の児童を養育した経験のある人 

 



 
 

 

 

 

放課後児童健全育成事業の設備及び 

運営に関する基準について 

 

 

 

教育委員会事務局 社会教育・スポーツ振興課 



１ 
 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準について 

１． 児童福祉法の改正について 

    ２０１２年（平成２４年）８月，子ども・子育て関連３法の制定により，児童福祉法が改正され，放課後児童健全

育成事業の設備及び運営について，国で定める基準を踏まえて市町村が条例でこれを定めることとされ，対象児童の

明確化（小学校に就学している児童），指導員の資格要件・員数の規定等が盛り込まれました。 

２． 現状の放課後児童健全育成事業の運営基準について 

２００７年（平成１９年）１０月１９日厚生労働省通知「放課後児童クラブガイドライン」を基本として運営し

ています。 

３． 放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の制定にあたって 

     放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の制定にあたっては，国が定める「従うべき基準」と「参

酌すべき基準」の区分に従い定める必要があります。（児童福祉法第３４条の８の２第２項） 

 

従うべき基準 条例の内容を直接的に拘束する，必ず適合しなければならない基準であり，当該基準に従う範囲内で地域

の実情に応じた内容を定める条例は許容されるものの，異なる内容を定めることは許されないもの。 

参酌すべき基準 十分参照した結果としてであれば，地域の実情に応じて，異なる内容を定めることが許容されるもの。 

 

 

 

 



２ 
 

     

４． 国の基準について 

※ 従:従うべき基準  参：参酌すべき基準 

項目 国の示す基準の内容 ※ 

１ 従事する者 

 （支援員） 

・資格（第 10条第 3項） 

① 児童の遊びを指導する者であり，都道府県の研修を受講した

者。 

（保育士･教員･社会福祉士･２年以上実務経験者など） 

 

従 

 

 

２ 支援員数 ・支援員数（第 10条第 2項，第 5項） 

① １クラスにつき職員２人以上を配置し，うち１人以上は有

資格者とする。 

② 小規模クラブ（２０人以下）の職員の員数について 

 職員の員数については，２人以上を原則とする。併設施

設の職員が兼務可能な場合は１人でも可とする。ただし，

専任の職員は，有資格者とする。 

 

従 

 

３ 児童の集団の規模 ・児童の集団の規模（第 10条第 4項） 

① １つの集団は，おおむね４０人以下とする。 

② おおむね 40人を超えるクラブについては， 

児童を複数の集団（クラス）に分けて対応するように努める。 

 

参 

 

参 



３ 
 

項目 国の示す基準の内容 ※ 

４ 施設・設備 ・施設・設備（第 9条） 

① 専用区画を設ける。 

② 専用室・専用スペースの面積は，児童 1 人あたりおおむね

1.65㎡以上とする。 

 

参 

参 

５ 開所日数 ・開所日数（第 18条第 2項） 

① 年間 250日以上を原則とする。 

 

参 

６ 開所時間 ・開所時間（第 18条第 1項） 

① 平日 3時間以上，休日 8時間以上を原則とする。 

 

参 

７ その他の基準 

 

・職員の知識及び技能の向上等 

・利用者を平等に扱う原則 

・非常災害対策    ・職員の一般的要件 

・虐待等の禁止    ・衛生管理等 

・運営規程      ・事業者が備える名簿 

・秘密の保持等    ・苦情への対応 

・保護者との連絡   ・関係機関との連携 

・事故発生時の対応 

参 
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５． 福山市の考え方 

① 従う基準……………国の基準とします。 

② 参酌すべき基準……原則として国の基準としますが，経過措置を検討します。 

③ 施行期日は，法に従い２０１５年（平成２７年）４月１日とします。 

 

 

  



５ 
 

放課後児童クラブ新制度における費用負担割合の考え方 

現行 新制度施行後 

                 

 

 

質の改善にかかる費用

については税制抜本改

革による財源確保を前

提（公費） 



 １  

   現  行  

 

私学助成＋就園奨励費補助を活用した場合の費用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 入園申込み  利用者が各施設に申請 

        （各施設により選考） 

 

利用者負担額 施設により異なる額 

        応益負担（施設で同額） 

        就園奨励費補助 

 財政措置   私学助成（預かり保育含む。） 

 

         

 

 

子ども・子育て支援新制度施行後 

 

新制度に基づく施設型給付へ移行した場合の費用 

 

                 一時預かり事業 

（市町村の委託事業として創設） 

 ※詳細は今後国より提示 

 

 

 

 

 

  

 

入園申込み  利用者が各施設に申請 

        １号認定の申請（市町村が支給認定証を交付） 

        施設には応諾義務あり 

利用者負担額 法律に基づき実施主体の市町村が定める額 

        応能負担（市町村民税額等による。） 

 施設型給付  公定価格（事業費全体）から利用者負担額を除いたものを 

施設に対して市町村が給付 

 

従来のまま 

 （従来どおり私学助成＋就園奨励費補助を活用） 

  ※確認を不要とする旨の申出を行う。 

子ども・子育て支援新制度における私立幼稚園等（１号認定子ども）について 

確認 

不要 

確認 

財

政

措

置 



【国の現行】 【福山市の現行】

【国の新制度】

階層区分 定　　義 利用者負担 階層区分 定　　義 利用者負担

第１階層 生活保護世帯 ０円 第１階層 生活保護世帯 ０円

第２階層
市町村民税非課税世帯

（市町村民税所得割非課税世
帯含む。）

９，１００円 第２階層
市町村民税非課税世帯

（市町村民税所得割非課税世
帯含む。）

２，２００円

第３階層
市町村民税所得割課税額

７７，１００円以下
１６，１００円 第３階層

市町村民税所得割課税額
７７，１００円以下

８，３００円

第４階層
市町村民税所得割課税額
２１１，２００円以下

２０，５００円 第４階層
市町村民税所得割課税額
２１１，２００円以下

１３，２００円

第５階層
市町村民税所得割課税額
２１１，２０１円以上

２５，７００円 第５階層
市町村民税所得割課税額
２１１，２０１円以上

１９，２００円

私立幼稚園
  各園独自に設定
  *市内２３園の幼稚園保育料の平均額（月額）
                     約１８，９００円

料金体系なし

＊市内の私立幼稚園の保育料から就園奨励費部分を除いた，保護者
の実質負担の加重平均

１号認定子ども（教育標準時間認定を受けた子ども）の利用者負担イメージ（月額）（ 私立幼稚園の場合） 

２



公定価格
（教育に通常要する費
用の額を勘案して，国
の基準により算定され
た費用の額）

国基準
（政令で定め
る利用者負担
の上限額）

私立幼稚園

国・県

市

利用者負担

新制度での財源構成 

（市） 

３



就学前教育・保育に係る利用者負担について 

 

（１）現行の保育所保育料 

ア 応能負担 

入所世帯の家計に与える影響を考慮して保育費用の一部を徴収するもので，

保護者の所得税額又は住民税額により決定している。 

イ 階層区分 

国は，児童の年齢により２分し，保護者の税額により８階層に区分している。 

本市においては，負担軽減のため，年齢は３区分とし，税額にあっては１７

階層に区分している。 

ウ 軽減措置 

母子世帯等又は在宅障がい者のいる世帯であって，所得税非課税世帯につい

て軽減措置がある。また，同時に就学前通所施設に通う児童がいる場合は，多

子軽減措置がある。 

 

（２）国の新制度における利用者負担 

ア 応能負担 

入所世帯の家計に与える影響を考慮して保育費用の一部を徴収するもので，

保護者の住民税額により決定する。 

イ 階層区分 

国は，現行の負担水準を基本に，児童の年齢により２分し，保護者の税額に

より８階層に区分し，保護者の就労状況等により認定される保育必要量から

「保育標準時間」と「保育短時間」に区分されている。 

ウ 軽減措置 

母子世帯等又は在宅障がい者のいる世帯であって，住民税の所得割額が

48,600円未満の世帯について軽減措置がある。また，同時に就学前通所施設に

通う児童がいる場合は，多子軽減措置がある。 

 

（３）本市の新制度における利用者負担 

ア 国の定める水準を基本に，負担水準が現行と同等となるよう利用者負担額を

設定 

イ 住民税による決定を行うこととし，階層区分の基準となる税額を設定 

ウ 利用者負担額の均衡を図るため，階層区分を一階層追加 

エ 国の第８階層への対応として，最大階層を一階層追加 

オ 「保育標準時間」と「保育短時間」に区分して利用者負担額を設定 

カ 多子軽減等の現行の軽減措置を継続 



     　　　　新旧保育料徴収金基準額対照表

世帯の課税状況
平成２５年分

所得税額
平成２５年度分
市町村民税額

平成26年度分
市町村民税額

692～

978

1,176

国第八階層対応→ C17 397,000円以上 1,177 ～

～ 622

D12 413,000円以上
第七
第八

C16
301,000円以上
397,000円未満

979 ～

D10
　70,000円以上
103,000円未満

C14
154,600円以上
169,000円未満

658

D11
103,000円以上
413,000円未満

第六 C15
169,000円以上
301,000円未満

693 ～

D9
　62,500円以上
　70,000円未満

C13
140,200円以上
154,600円未満

623

D8 第五

552

D7
　47,500円以上
　55,000円未満

C11
111,400円以上
125,800円未満

553 ～ 587

　55,000円以上
　62,500円未満

C12
125,800円以上
140,200円未満

～ 657

588

　81,000円以上
　89,000円未満

～ 517

D6
　40,000円以上
　47,500円未満

C10
　97,000円以上
111,400円未満

518 ～

～ 497

D5
　31,300円以上
　40,000円未満

C9
　89,000円以上
　97,000円未満

498

D4
　22,500円以上
　31,300円未満

440

D3
  　8,800円以上
　22,500円未満

　65,000円以上
　73,000円未満

441 ～ 460

　73,000円以上
　81,000円未満

461 ～ 478

416

C6

C7

393 ～ 415

D2
    5,000円以上
　　8,800円未満

C5
　56,800円以上
　65,000円未満

C3           0円
所得割の額が
4,800円以上

C3
　所得割の額が
　48,600円未満

356

D1 　  5,000円未満 C4
　48,600円以上
　56,800円未満

第四

479C8

～

          0円
均等割額

のみ
C1 　均等割額のみ 341 ～ 355

C2           0円
所得割の額が
4,800円未満

C2
　所得割の額が
　　4,800円未満

― ～ ―

C1

第三

～ 392

現基準

B

階層
区分

世帯の課税状況
国階層 新基準

階層
区分

[標準世帯の収入状況]
父・母・子２人

母は非課税収入（84万円）

A
生活保護世帯
中国残留邦人支援給付受給世帯

第一 A 生活保護世帯 ―　　　　（万円） 　

          0円          0円 第二 B 市町村民税非課税 ～ 340



【国の現行】 【国の新制度】

階層区分 階層区分

第１階層 第１階層

第２階層 市町村民税非課税世帯 第２階層 市町村民税非課税世帯

第３階層 市町村民税課税世帯 第３階層 ４８，６００円未満

第４階層 　４０，０００円未満 第４階層
４８，６００円以上
９７，０００円未満

第５階層
　４０，０００円以上
１０３，０００円未満

第５階層
  ９７，０００円以上
１６９，０００円未満

第６階層
１０３，０００円以上
４１３，０００円未満

第６階層
１６９，０００円以上
３０１，０００円未満

第７階層
４１３，０００円以上
７３４，０００円未満

第７階層
３０１，０００円以上
３９７，０００円未満

第８階層 ７３４，０００円以上 第８階層 ３９７，０００円以上

※保育単価限度・・・各施設の保育単価が上記の限度額を下回る場合は，保育単価を限度額とする。

１０１，０００円
（保育単価限度）

１０１，０００円
（保育単価限度）

９９，４００円
（保育単価限度）

７７，０００円
（保育単価限度）

７５，８００円
（保育単価限度）

５８，０００円
（保育単価限度）

５８，０００円
（保育単価限度）

５７，１００円
（保育単価限度）

第１階層及び第４～第
８階層を除き，前年度
分の市町村民税の額の
区分が次の区分に該当
する世帯

６，０００円

第１階層を除き、前
年度分の市町村民税
の額の区分が次の区
分に該当する世帯

６，０００円 ６，０００円

１６，５００円 １６，５００円 １６，３００円

第１階層を除き，前年
分の所得税課税世帯で
あって，その所得税の
額の区分が次の区分に
該当する世帯

２７，０００円
（保育単価限度）

２７，０００円
（保育単価限度）

２６，６００円
（保育単価限度）

４１，５００円
（保育単価限度）

４１，５００円
（保育単価限度）

４０，９００円
（保育単価限度）

７７，０００円
（保育単価限度）

定　　義
３歳以上児

の場合
定　　義

３歳以上児
の場合

３歳以上児
の場合

生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含
む）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進
及び永住帰国後の自立の支援に関する法律に
よる支援給付受給世帯

０円
生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含
む）

０円 ０円

保育短時間各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分 徴収金（保育料）基準額 各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分 保育標準時間

２号認定子ども（保育認定を受けた満３歳以上の子ども）の国の利用者負担イメージ（月額） 



【福山市の現行】 【福山市の新制度】

保育標準時間 保育短時間 保育標準時間 保育短時間

階層区分
前年分

所得税額
前年度分

市町村民税額
３歳児
の場合

４歳以上児
の場合

階層区分
３歳児
の場合

３歳児
の場合

４歳以上児
の場合

４歳以上児
の場合

円 円 円 円 円 円

0 0 0 0 0 0

B           0円               0円
4,000 4,000

B
4,000 4,000 4,000 4,000

C1           0円
均等割額

のみ 9,400 9,400
C1 均等割の額のみ

9,400 9,200 9,400 9,200

C2           0円
所得割の額が
4,800円未満 11,100 11,100

C2
  所得割の額が
  4,800円未満 11,100 10,900 11,100 10,900

C3           0円
所得割の額が
4,800円以上 12,700 12,700

C3
  4,800円以上
 48,600円未満 12,700 12,500 12,700 12,500

D1 　 5,000円未満
14,400 14,400

C4
 48,600円以上
 56,800円未満 14,400 14,000 14,400 14,000

D2
   5,000円以上
　 8,800円未満 17,200 17,200

C5
 56,800円以上
 65,000円未満 16,500 16,100 16,500 16,100

D3
   8,800円以上
　22,500円未満 20,600 20,600

C6
 65,000円以上
 73,000円未満 18,600 18,200 18,600 18,200

D4
　22,500円以上
　31,300円未満 25,000 24,300

C7
 73,000円以上
 81,000円未満 20,600 20,200 20,600 20,200

D5
　31,300円以上
　40,000円未満 27,000 26,500

C8
 81,000円以上
 89,000円未満 25,000 24,600 24,300 23,900

D6
　40,000円以上
　47,500円未満 31,500 30,600

C9
 89,000円以上
 97,000円未満 27,000 26,600 26,500 26,100

D7
　47,500円以上
　55,000円未満 31,500 30,600

C10
 97,000円以上
111,400円未満 31,500 30,900 30,600 30,000

D8
　55,000円以上
　62,500円未満 32,500 31,400

C11
111,400円以上
125,800円未満 31,500 30,900 30,600 30,000

D9
　62,500円以上
　70,000円未満 32,500 31,400

C12
125,800円以上
140,200円未満 32,500 31,900 31,400 30,800

D10
　70,000円以上
 103,000円未満 33,500 31,800

C13
140,200円以上
154,600円未満 32,500 31,900 31,400 30,800

D11
 103,000円以上
 413,000円未満 34,000 32,200

C14
154,600円以上
169,000円未満 33,500 32,900 31,800 31,200

D12  413,000円以上
36,000 33,500

C15
169,000円以上
301,000円未満 34,000 33,100 32,200 31,300

C16
301,000円以上
397,000円未満 36,000 34,800 33,500 32,300

C17 397,000円以上
40,000 38,400 34,700 33,100

Ａ階層を除き，前年度分の市町村民税非
課税世帯

Ａ階層を除き，前
年度分の市町村民
税の課税世帯で
あって，その市町
村民税の額の区分
が次の区分に該当
する世帯

各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分 各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分

定　　　　　　義

A
生活保護世帯
中国残留邦人支援給付受給世帯

A
生活保護法による被保護世帯（単給世帯
を含む）

２号認定子ども（保育認定を受けた満３歳以上の子ども）の福山市の利用者負担イメージ（月額） 



【国の現行】 【国の新制度】

保育料（徴収金）基準額 保育標準時間 保育短時間

階層区分
３歳未満児

の場合
階層区分

３歳未満児
の場合

３歳未満児
の場合

第１階層 ０円 第１階層 ０円 ０円

第２階層 市町村民税非課税世帯 ９，０００円 第２階層 市町村民税非課税世帯 ９，０００円 ９，０００円

第３階層 市町村民税課税世帯 １９，５００円 第３階層 ４８，６００円未満 １９，５００円 １９，３００円

第４階層 　４０，０００円未満
３０，０００円

第４階層
４８，６００円以上
９７，０００円未満

３０，０００円 ２９，６００円

第５階層
　４０，０００円以上
１０３，０００円未満

４４，５００円
第５階層

  ９７，０００円以上
１６９，０００円未満

４４，５００円 ４３，９００円

第６階層
１０３，０００円以上
４１３，０００円未満

６１，０００円
第６階層

１６９，０００円以上
３０１，０００円未満

６１，０００円 ６０，１００円

第７階層
４１３，０００円以上
７３４，０００円未満

８０，０００円
（保育単価限度）

第７階層
３０１，０００円以上
３９７，０００円未満

８０，０００円
（保育単価限度）

７８，８００円
（保育単価限度）

第８階層 ７３４，０００円以上
１０４，０００円
（保育単価限度）

第８階層 ３９７，０００円以上
１０４，０００円
（保育単価限度）

１０２，４００円
（保育単価限度）

※保育単価限度・・・各施設の保育単価が上記の限度額を下回る場合は，保育単価を限度額とする。

第１階層及び第４～第８
階層を除き，前年度分の
市町村民税の額の区分が
次の区分に該当する世帯

第１階層を除き、前
年度分の市町村民税
の額の区分が次の区
分に該当する世帯

第１階層を除き，前年分
の所得税課税世帯であっ
て，その所得税の額の区
分が次の区分に該当する
世帯

生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含む）及
び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び永住帰国
後の自立の支援に関する法律による支援給付受給世
帯

生活保護法による被保護世帯（単給世帯を含
む）

各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分 各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分

定　　義 定　　義

３号認定子ども（保育認定を受けた満３歳未満の子ども）の国の利用者負担イメージ（月額） 



【福山市の現行】 【福山市の新制度】

保育料（徴収金）基準額 保育標準時間 保育短時間

階層区分
前年分

所得税額
前年度分

市町村民税額
３歳未満児

の場合 階層区分
３歳未満児

の場合
３歳未満児

の場合

円 円 円

0 0 0

B           0円               0円
*4,800 B 4,800 4,800

C1           0円
均等割額

のみ 12,200 C1 均等割の額のみ
12,200 12,000

C2           0円
所得割の額が
4,800円未満 13,900 C2

 所得割の額が
  4,800円未満 13,900 13,700

C3           0円
所得割の額が
4,800円以上 15,600 C3

  4,800円以上
 48,600円未満 15,600 15,400

D1 　 5,000円未満
17,600 C4

 48,600円以上
 56,800円未満 17,600 17,200

D2
   5,000円以上
　 8,800円未満 20,400 C5

 56,800円以上
 65,000円未満 19,700 19,300

D3
   8,800円以上
　22,500円未満 24,000 C6

 65,000円以上
 73,000円未満 21,800 21,400

D4
　22,500円以上
　31,300円未満 26,500 C7

 73,000円以上
 81,000円未満 24,000 23,600

D5
　31,300円以上
　40,000円未満 30,000 C8

 81,000円以上
 89,000円未満 26,500 26,100

D6
　40,000円以上
　47,500円未満 32,500 C9

 89,000円以上
 97,000円未満 30,000 29,600

D7
　47,500円以上
　55,000円未満 34,000 C10

 97,000円以上
111,400円未満 32,500 31,900

D8
　55,000円以上
　62,500円未満 37,500 C11

111,400円以上
125,800円未満 34,000 33,400

D9
　62,500円以上
　70,000円未満 39,000 C12

125,800円以上
140,200円未満 37,500 36,900

D10
　70,000円以上
 103,000円未満 44,500 C13

140,200円以上
154,600円未満 39,000 38,400

D11
 103,000円以上
 413,000円未満 57,000 C14

154,600円以上
169,000円未満 44,500 43,900

D12  413,000円以上
61,200 C15

169,000円以上
301,000円未満 57,000 56,100

C16
301,000円以上
397,000円未満 61,200 60,000

C17 397,000円以上
80,000 78,400

Ａ階層を除き，前
年度分の市町村民
税の課税世帯で
あって，その市町
村民税の額の区分
が次の区分に該当
する世帯

定　　　　　　義

A
生活保護世帯
中国残留邦人支援給付受給世帯

A
生活保護法による被保護世帯（単給世帯
を含む）

Ａ階層を除き，前年度分の市町村民税非
課税世帯

各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分 各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分

３号認定子ども（保育認定を受けた満３歳未満の子ども）の福山市の利用者負担イメージ（月額） 


